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 「これからは Society5.0『新しい社会』に産業構造が変わ
る」と国が 2015 年に公表しました。新しい世界、　
Zoom の会議も当たり前になり ChatGPT も一気に利用が
進んでいます。Apple からはゴーグル型の第３世代のウェ
ラブル端末が発表されました。

　そういう社会になりましたが 1995 年に施行された日本
の PL 法は全く改訂もされず当時のままです。本来の目的
の「製品の欠陥による被害者救済法」であるも、もはやこ
の激変した社会では抑止力としての効果が薄れています。
そもそも PL 法の専門家は学者はもちろん弁護士も極めて
少なく、消費者側の弁護士はほぼいません。最大の理由は
企業側には資金があり、PL 保険で弁護士費用も出ます。
消費者は訴訟するためには自らが弁護士費用や裁判での供
託金（民事訴訟のルールで請求額により決まります）を準
備、その後の長い戦い、これが今の日本の現状です。判断
も裁判官の考え方で決まります。消費者からの訴訟は激減
しましたが、裏側では製品リコールなどの費用の損害賠償
に事業者間で PL法が利用されています。

　瞬時に膨大な情報が誰でもスマホで得られる時代にな
りました。情報が早くなると便利である反面、手違いを
含め製品の安全性に問題が生じ製造者や気がついた時に
はすでにその製品の所有者は世界のどこにあるのかもわ
かりません。Society5.0超スマート社会、私たちはその真っ
只中で生活し仕事をしています。世界中から食品、飲料、
雑貨、日用品、家電などがいつでも買えます。

https://scodt.com

新しい社会での製品の安全
　こんな時代でも製品リコールの告知はテレビや新聞に
頼るのです。どんなに最善の品質管理を行っても、例え
十万分の一の重大事故発生確率であっても、メーカーは
その恐れが発覚したら、直ちに消費者被害を未然防止す
るために製品リコールを行い回収することが最後の手立
てであることです。『製造物責任』という製品の販売引き
渡し後の安全を担保する事業者責任を定めた世界共通の
ルール「Product Liability」であるも、繰り返しますが日
本の PL法は 1995 年で時計が止まっています。

　2025 年に開催される大阪・関西万博は「Society5.0 の
実験場」として公表されています。見た目、機能性も重
要ですが、本質安全として食品テロから誤使用も含め、
製品事故を起こさせないための科学的根拠のある取り組
みを証明できる事業者とそうでない事業者のブランドの
評価を 2,800 万人が評価することになります。

　当協議会も　「安全点検アプリ」をそれまでに普及させ、
万博でのインバウンド対策として、日本の製品の安全を
様々な製品に利用いただき「たった一つの QR コードで便
利で安全に利用いただくことを実証したいと進めていま
す。そのためのプロジェクトとして大阪・関西万博の
TEAM EXPO  2025 にエントリーしました。そのイベント
として Zoom による「参加型ワークショップ」を開始し
ました。取り組みは毎月、このNewsで報告いたします。（渡
辺吉明）
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消費者用製品リコールハンドブック２０２２
　
　第４回 PL 対策シンポジウム 2022 にて望月 知子経
済産業省製品事故対策室室長が発表された通り、リコー
ルハンドブックの 2022 年度版が公表されました。一
見あまり変わらないように見えますが、よく言葉の意
味を考え何をするのか、やらないとどういうことにな
るのか、これまでの方法で大丈夫か、では何をするの
かなどを考えてみます。

　まず、消費生活用製品とは何かを今一度確認します。
ネットで「消費生活用製品の定義」で検索してください。
この中で下記の部分は産業用の製品（部品同様）に関
わる方は特に注意が必要です。

また、消費生活用製品のうち、一部がたまたま業務用
として用いられた場合、例えば、「パソコン」を会社の
オフィスで使用する場合、 「石油ストーブ」を作業場で
使用する場合、「ソファー」をホテルの客室で使用する
場合などであっても、これら製品は消安法の対象とな
ります。 さらに、製造事業者等が業務用として製造 lp
は輸入している製品であっても、 その製品の仕様や販
路等から判断して、例えば、一般消費者がホームセン
ター等の店舗や、 カタログやインターネットによる通
信販売等で容易に購入可能で、一般家庭でも広く使用
できるような製品は消費生活用製品と解されます。

　製品のリコールを成功させるために今何をしている
のか、できていないことは何か、そのことを解決する
ために行なっていることを確認する必要があります。
　この関係の規制強化として APL 第４回シンポジウム
では事業者に直接改善命令や危害防止命令を発する経
済産業省事故対策室長が「6 月に規制を強化を公表す
ること」、昨年これまでの方法の限界を取りまとめ、良
い部分を活かし不足を新たな方法で進めなさいという
ことになります。下記の PDF がその公表書類です。
https://www.meti.go.jp/product_safety/producer/syst
em/jireisyuu2022.pdf

改訂された 2022 版 54 ページの下記に注目して
います。

基本原則
①確実に消費者に伝わる告知方法を探す
②死亡や、重篤な被害の危険がある場合は、徹底
的に周知する方策をとる

③関係事業者、関係機関との連携や協力体制を考
える

④効果が上がらなければ、繰り返すか又は別の方
法を探すタイミングと評価手法を定める

⑤費用対効果も考慮する
⑥コンサルティングやコールセンターサービスなど

のアウトソーシングの活用を選択肢の１つとして
考える

　①、②について皆様の会社では担当現場任せにさ
れていませんか。このハンドブックの書き振りを
言葉一つでこれまでと大きく変わったことがわか
ります。
特に①消費者とは誰なのか、そのことを都合よく
解釈することのリスクは誰が負うものなのか、そ
れは経営者だけでなく、現場の責任者は特に自身
の判断力を問われるようになり、結果責任から逃
れることはできません。
　
　今回のリコールハンドブックの対応は非常に厳
しいものです。重大事故は原因が判明しているだ
けでも 1,000 件 / 年発生、交通事故はあらゆる方
法で対策を講じても 2,000 件 / 年です。製品事故
はおそらくこの３倍、ハインリッヒの法則ならそ
の数十倍数百倍の被害が隠れていて、インターネッ
ト上にある膨大な情報や画像から AI による原因特

定技術が進むと、この先、超優良企業もあっという間
に危機的な事故事案に巻き込まれることはもはや否定
できない現実です。これも今ではマスメディアより早
く、被害者が動画を SNS に投稿した途端、あっとい
う間に拡散されてしまいます。

　では具体的に①を考えた場合、長期使用するものは
10 年 20 年後の事故発生に備えたシステムを設計段
階で組みこむこことが必要になりました。あらゆるも
のが 10 年を越えて使用すると当たり前にメンテナン
スが必要です。それでも内部の欠陥は専門家でも見落
とします。
　出荷後のリスクも、例えば Uber Eats などで食品が
配達されることも含め、冷凍食品の流通保管中の問題
は食中毒だけでなく、これからは「食品バイオテロ」
の防御対策が必要になります。。このことは「コスト
がかからず、すぐ逃げられる、人手もあまり要らない」
という犯罪者なら銃や刃物、爆弾などよりずっと楽で、
北米では食品リコール法FSMA204を発効しています。

　

　ここでいうリコールは単に通常業務の出荷後判明し
た不良品を引き取り交換することとは全く異なり、目
的は自社製品が原因で社会に被害を出さないための唯
一の方法だということです。

製品リコールと製品デジタルトレーサビリティ
　その結論は簡単です。使用所有者といつでも連絡が
できる、海外に持ち出されても製品でその確認ができ
る、これにつきます。食品テロの防御として北米では
既にトレーサビリティ法が施行され、実際にその取り
組みが開始され、お店の仕入れまでのトレーサビリ
ティ義務がレストランにも課せられています。

Windows 11 には
ChatGPT が実装さ
れるとのこと！

あっという間にAI
は私たちの生活、仕
事を変えていきます。

このトレーサビリティは責任主体（製品を包装して販
売できるようにした事業者、またブランドオーナーも
これに当たります）は原材料トレーサビリティと出荷
後のトレーサビリティが義務になりました。

日本は数年遅れてその影響が出ます。
　海外のことは他人事と思わず経営者も現場も「自社
製品のユーザーに販売した後も最新の情報を伝える」
ということに関心を持ってください。リコールのため
ではありません。自社製品を買ってくれる人、使って
くれる人にいつも最新情報を製品の表示に QR コード
をつけて「ものと情報を一致」させることで、それも
可能になります。それが万一のリコールでも大いに役
に立つのです。そして一般的な web サイトは常に更
新しあっという間に今の情報は埋もれ、サーバー環境
が変わると 404 エラーという企業の信頼性に影響す
ることになります。

　持続可能性は SDGs の大きな目標で、出荷後、10年、
20 年、どこまでも製品のトレーサビティを行うのが
B2C デジタルトレーサビリティです。
　世界で初めてこのことを 2016 年から実証している
のがこの協議会が普及推進をしている「安全点検アプ
リ」です。2025 年、Society5.0 の実験場で、このア
プリをつけた製品を海外の方が多言語で確認できるこ
とで利用促進が期待されること、その大きなムーブメ
ントで世界初のこの取り組みが当たり前になる、そん
な社会にしたいですね。このシステムのテクニカルイ
ンフォメーションという資料ができました。このシス
テムもこれまでは GS1 の商品コード GTIN(JAN）を使
うことと誤解されていましたので、今回から GTIN 以
外の社内コードなどでも利用可能にしました。
GS1QR というコード体系を利用していることを書面
として下記ウェブサイトの「よくある質問」やパンフ
レットも更新しましたのでご確認ください。
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北米の食品トレーサビリティ法
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な社会にしたいですね。このシステムのテクニカルイ
ンフォメーションという資料ができました。このシス
テムもこれまでは GS1 の商品コード GTIN(JAN）を使
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知っているようで詳しく知らない、このリコールとデジタルト
レーサビリティ、B2B は取引のない相手の情報をられるのか、
大きな課題です。B2C はさらに個人情報の壁があります。

https://scodt.com/
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　2025 年に大阪・関西万博が開催されます。「いのち
輝く未来社会のデザイン」といったテーマで、パビリ
オン展示などが行われますが、その中でも比較的小規
模の事業者・団体でも参画できる「TEAM EXPO 
2025」というプログラムがあります。

～以下公式サイトから抜粋～
「TEAM EXPO 2025」プログラムとは、大阪・関西万
博のテーマ「いのち輝く未来社会のデザイン」を実現し、
SDGs の達成に貢献するために、多様な参加者が主体と
なり、理想としたい未来社会を共に創り上げていくこ
とを目指す取り組みのこと。
「TEAM EXPO 2025」プログラムにおいて、企業、教育・
学術・研究機関（大学・研究所等）、国・政府関係機関（独
立行政法人等）、国際機関、自治体、NGO、NPO 法人、
各種団体、個人など、 様々な方々との共創を進めてい
きます

共創チャレンジについて
　万博のテーマ実現のため、SDGs の達成に貢献するた
め、皆様が「ワクワク」しながら進めている活動につ
いてチーム単位で登録してください。分野は問いませ
ん。個人グループの活動（2 人以上）、企業・団体のプ
ロジェクト等の単位でも登録できます。できるだけ組
織を超えて多様な立場・価値観の人によるチームで取
組を進めてください。活動はこれから進めるものでも、
今既に取り組んでいるものでも構いません。
（抜粋ここまで）

　当協議会ではこのプログラムに参加して、製品の安
全の取り組みを幅広くアピールするために共創チャレ

ンジに登録、申請するプロジェクトを開始しました。

　イベントの詳細については次ページに記載しますが、
より多くの方や団体様にこのプロジェクトに協力いた
だくため、是非「TEAM EXPO 2025」への参加をお願
い致します。全て無料で、登録が終えると ID が発行さ
れます。その ID を当協議会事務局にお知らせいただけ
ると、協議会の「製品の安全安心プロジェクト」のプ
ロジェクトメンバーとして登録されます。
　各団体様も様々な形で万博に参加されると思います
が、製品の安全安心に関わる取り組みとしては独自性
があるため、皆様の事業活動などにもお役に立つこと
ができると考えています。また、皆様も共創チャレン
ジ等に参加される場合には当協議会も協力させていた
だきます。

「TEAM EXPO 2025」登録方法
①https://team.expo2025.or.jp/ja　にアクセスし、右

上から「新規登録」を行います。

②チェックボックスに同意いただき、メールアドレス
を送信します。

③必須情報とパスワードを入力し会員登録を行います。
法人、個人の切り替えは
登録後に行えます。

④登録後、「EXPO 2025 ID」
が発行されます。その
ID を当協議会事務局に
お知らせください。

TEAM EXPO 2025 登録マニュアルは下記から
https://x.gd/9JJp2
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PLnews
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EXPO2025年、日本の製品の安全を証明しませんか

製品の安全安心プロジェクト
安全な生活は「安全点検アプリ」で！
＝参加型体験ワークショップ＝

定期
イベント

■開催日：毎月第２・４木曜日
■時間：17時～18 時 30 分（受付開始 16時 30 分）
■参加方法：zoom  定員 80 名　無料
■参加条件：製品・食品飲料などの安全に関心のある方　

EXPO2025 APL プロジェクト

プロジェクトのイベント
が始まります！
　大阪・関西万博での安全安心、そして多言語対
応などにも便利な「安全点検アプリ」の普及を進
めるために、毎月２回、Zoom を利用したワーク
ショップ（無料）を開催します。
　事前にこのシステムを使ってみたいという方（事
業者やお店の方、生産者など）に準備いただきます。
自慢の品の情報を実際にシステムに登録、製品、
商品に表示する専用 QR コードを発行（その作業も
お見せします）し、出来上がった QR コードを画面
に表示、全国から参加される皆様にその情報をア
プリで見ていただきます。ホームページがなくて
も一度登録すればずっと配信は続きます。ホーム
ページのような維持管理、セキュリティの心配も
ありません。

　このイベントは 7 月から万博側の公式サイト、
イベント情報の発信で日本全国に告知いただける
予定で、自慢の品も多くの方に知っていただける
機会になります。
　web サイトの URL の変更なども簡単です。
特にこのモバイルシステムの特徴である、寿命到
来や万一リコールしなければならない場合にも、
管理システムから画面を切り替え、もう一度アク
セスしてもらうと、ワーニング画面に切り替わり
ます。これで安全を確保できることを体験いただ
きます。
　このイベントは 7 月から万博側の公式サイト、
イベント情報の発信で日本全国に告知いただける
予定です。
詳しくは＞＞

QR17:00~17:30

17:30~18:00

18:00~18:30

このイベントの説明　

メインルーム 制作室
・普段の生活、仕事のでの製品の
安全、表示などの意見交換、ア
プリの説明、インストールなど

・システムを使っているところを
みたい人はご自分で制作室に入
れます。

・申し込み時に実際に作ってみてほ
しい方の製品をシステムで登録、
QR生成。

・登録に必要な情報はあらかじめ事
務局でお伺いしています。

・自分のものも作ってみたい方も対
応（時間超過あり）

制作仕立てのQRを画面に表示し、皆さんで読み取ってください。
もっとこうなるといいな、事業者はどういうメリットがあるのかなど
皆さんと意見交換をします。

https://pl-taisaku.org/?page_id=4850

https://pl-taisaku.org/?page_id=4850

安全点検アプリ scodt を体験していただきます。安全点検アプリ scodt を体験していただきます。安全点検アプリ scodt を体験していただきます。
®
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望ましい取扱説明書の作成講習会 PLnews
2023年 6月号

仏具などの製造に関わる方

　商品を企画する際に、取扱説明書の
正しい書き方は？
この内容で問題ない？
と疑問に思うことがありました。
　今回の講習会に参加させていただき、取扱説明
書のあるべき姿を学ばせていただきました。
　弊社の商品にそのまま使用できる内容や項目は
限られますが、今後は、取扱説明書のあるべき姿
を把握した上で業務に取り組むことができますの
で、不安の解消や取扱説明書の記載内容向上につ
ながると感じました。

大手家電メーカー　
取扱説明書制作担当

　望ましい取扱説明書の作成講習会を受けて感じ
たこと。リスク管理やトレーサビリティ向上に向
けて社内で取り組んでいることは間違っていない
ことは確認できた、しかし、取説やホームページ
でのリスクや情報の提供方法がユーザーに寄り
添っていないと思った。リスクの洗い出しまでは
行っているものの、ひたすら羅列していただけ
だったのと見直すよいきっかけになった。ユー
ザーに必要な情報を必要且つ適切な方法で提供す
ることが今後の課題になる。メーカー側のリスク
ヘッジに終始しないよう、社内に対して私自身が
率先して働きかけていく。

　当協議会では PL 
対策の専門家を育
成するための有料
講習を行なってお
り今回は表題の
テーマの講習です。

取扱説明書は、商品を正しく理解し使用していただ
くために必要なものです。今回は 5 月 19 日開催に
続いての第２回目の開催となります。

　取説にはこうでなければならないとの決まりはあ
りません。時代とともに仕様や役割が変化し、近年
その重要度も増しています。しかし、 適切性を欠い
た取説も多く存在します。今や取説の質は事業者の
製品安全に対する姿勢にも表れるといわれます。そ
こで、あなたの企業にとって望ましい取説を探して
みませんか。 望ましい取説とはどのようなものかに
ついての講習を行います。 　

　この講習では取説が有する役割と使用効果また事
故 未然防止・再発防止やリコールに関する問題など
を含めた広い範囲からの講習となります。 望ましい
取扱説明書とはどのようなものかを体験してくださ
い。ブランド力向上にも繋がります。

■開催日や開催方法は、適時決定次第メルマガやサ
イト、又 PL 検定テキストや解説書、ガイドライ
ン購入者にはメールにてお知らせします。

■6月の開催日：6月 23日（金）10:00~17:00
■費用：55,000 円 （税込）
■所要時間：1 日６時間 (10:00~17:00昼食休憩含む )
■テキスト：協議会 EC もしくは Amazon でお求め
ください。

　① 取扱説明書ガイドライン 2022（7,700 円）
　② PL 検定初級テキスト（5,280 円）
■対象品目：消費生活用製品、家電製品、電動工具、 
業務用機械の一部など（食品飲料なども今後開始
します）

詳細・お申し込みは下記 URL から
https://pl-taisaku.org/?p=4887

5 月開催参加者のご感想
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コラム～子どもの安全について～ PLnews
2023年 6月号＜子供に危険を教える＞

　昨 今、マ ン
ションからの子
供の転落事故が
後を絶ちませ
ん。原因の多く
が大人の想像を
超えた子供の好
奇心が生むチャ
レンジです。た
だ増加の理由は分かりません。家電や家具のように怪我
で経験を積めるものと違い、初めての転落は死に直結し
ます。幼児や子供に危険を伝えることは難しいです。消
費者庁の「子供を事故から守る！事故防止ハンドブック」
には親への注意喚起が記載されていて、転落させないの
は親の管理責任が大きいです。しかし現実には難しくも
あり、万一のときキャッチするネットのようなものがあ
ればと思わずにいられません。
　国交省の「エスカレーターの転落防止対策ガイドライ
ン」には施設側の具体策が示されていますが、ベランダ
の事故防止手すり壁の開発は解決策に至っておらず、マ
ンション設備のコスト増を避けて住民の自己責任に甘ん
じている状況に思います。また事故防止手すり壁という
機能を明確にすると、PLに適応されてしまうでしょう。

　私は学童送迎の仕事をしていて、クルマで小学校や自
宅と教室の送迎をするのですが、乗車にあたっての注意
はなかなか小学生でも伝わりません。シートベルトをし
て背中を座面につける、鉛筆やペンは持たない、ドアや
窓の開閉はしない、など。これら確かに言われただけで
は危険とどう繋がるのかピンとこないです。　私自身の
子供３人はクルマ生活で育てましたが、やはり友達同士
で乗り合うと気が緩み怪我の事故は起きています。ドア
で挟まれたり殴打するケースが多く、友人との加害・被
害関係も生まれます。経験を活かして仕事の送迎では予
見される危険に対処していますが、指をドアに挟むケー
スなど実演して教えても、一時的な接触時間しかない生
徒に聞き届けるのは難しい作業なのでやはり家庭教育が
大切です。クルマのドアもベランダのドアもチャイルド
ロックで開けられなかった安心より、開けようとした行
為を注意します。
　子供が持つ好奇心やチャレンジ精神は大切なことです。

それは大人の見ていない自由時間で発揮されます。よっ
て危険につながる自由を与えない予防策になりますが、
壁の向こう側を見たい気持ちを全部摘むような弊害も
感じます。最善は子供に重大事故の境界を自己意識し
てもらうこと、その為に体得・理解できる指導があれ
ばと思います。（中島修）

　経済産業省は 5 月 16 日、子ども向け玩具に新たな
規制を導入すると発表した。水を吸収することで大き
く膨らむ玩具や、強力な磁石を複数個用いたマグネッ
トセットは販売できなくなる。
　16 日に「消費生活用製品安全法施行令の一部を改
正する政令」が閣議決定。これらの玩具は 6 月 19 日
以降「特定製品」に指定され、販売できなくなる。消
費者に対しても、これら製品が販売されていても購入
しないように求めている。（出典：ITmediaNews）

　先般、当協議会のシンポジ
ウムで経済産業省事故対策室
長より報告がありました。上
記の玩具について法改正が行
われ、直ちに販売中止が決定
しました。流通過程や店舗で
在庫している分は速やかに販
売元に返品する、もしくは安
全性を確保して廃棄してくだ
さい。また、ご家庭などでこ
の種の玩具を発見した場合も同様に直ちに国民生活セ
ンターや消費者庁の相談電話番号「188」に連絡し、
処分方法を確認してください。

危険な玩具として販売中止になりました

出典：朝日新聞デジタル 出典：国民生活センター
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事務局だより PLnews
2023年 6月号書籍にも GS1QR scodt を利用します。

今は当たり前になった製品に表示されているバーコー
ド、これは元々書籍の管理に使用されたのが発展して
今があります。
書籍では２段組バーコードの上が ISBN という GS1 で
管理されているグローバル標準コードで、これがない
と国会図書館に蔵書できません。Amazon が古本から
事業を始めたというのも、このことを知ると納得でき
ます。そのことから、いよいよこの協議会の書籍には
GS1QR を表示し、安全点検アプリで読むと、この書
籍を持っている人にだけの無料の情報交換会などにお
誘いします。

メルマガ登録はこちら
https://pl-taisaku.org/?page_id=4253

最新！PL対策解説書2022
税込 5,280 円

これ一冊で、最新の PL 対策
まるわかり！

ポジティブインセンティブ規制、ポジティブリスト化する
法律や基準、急速に進む流通小売の動向など、製品安全の
最前線で 27 年に及ぶ PL対策の第一人者 R&D スペシャリス
トが書き下ろした実務書です。
皆様の業務改善、体制維持などの全てが書かれています。
取扱説明書ガイドライン2022と併せて万全の最新のPL対
策にお役立てください。

産業用機械から日用品まで、消費者市場にて使われるもの
を対象に「取扱説明書ガイドライン 2022」を新たに出版
しました。
初心者でも作れるようにテンプレートもデータで配布しま
す。 モバイルの小さな画面でも、知識のない人でも分かり
やすく正しい使用方法を伝え、誤使用の事故をなくすこと
を目的とし、当協議会では PL 検定受験を通し「なぜ取扱
説明書が必要なのか、表示とはどのような関係なのか」も
理解していただけるように支援を行なっています。

取扱説明書ガイドライン2022
税込 7,700 円

わかりやすく、見やすい
消費者視点の取扱説明書

https://pl-taisaku.org/?page_id=630
詳しくはこちら＞＞

PL 対策・体制整備・表示などの
基礎を学べます

PL 検定初級　5,280 円（税込）

これまでは国も企業も製品事故が起きてからの対応をして
きましたが、産業構造が大きく変わりこの方法では製品事
故が増え続けています。このため、国は製品安全のスマー
ト化を提唱、品質保証分野でも事故未然防止・再発防止を
行えないと企業にとって大きな経営負担になっています。
これまでの取り組みをどのように改善するのか、社内の体
制整備、本質安全設計から販売後の中古市場まで見据えた
品質保証、製造物責任、自主回収やリコールの本来あるべ
き姿を学んでいただきます。


